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第117期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

日本バルカー工業株式会社

連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」につき
ましては、法令および当社定款第16条の規定に基づき、インターネット
上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.valqua.co.jp）に掲載
することにより株主の皆さまに提供しております。

表紙
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連　結　注　記　表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数　　　　　　　　20社
主要な連結子会社の名称　　　　(株)バルカーテクノ、バルカーセイキ(株)、(株)バル

カー シール ソリューションズ、(株)バルカーエスイ
ーエス、九州バルカー(株)、(株)バルカーエラストマ
ー、バルカー・イイダテクノロジー(株)、(株)バルカ
ー・エフエフティ、バルカーシール（上海）有限公司、
バルカーインダストリーズ（タイランド）リミテッド、
上海バルカーふっ素樹脂製品有限公司、台湾バルカー
国際股份有限公司、バルカーベトナムカンパニーリミ
テッド、バルカーアメリカインク、台湾バルカー工業
股份有限公司、バルカーコリアカンパニーリミテッド、
バルカー（上海）貿易有限公司、アドバンスト フロ
ン テクノロジーズ（上海）有限公司、吉思愛（上海）
工程塑料加工有限公司、バルカーエヌジーシーインク

連結の範囲の変更　　　　　　　当連結会計年度において、吉思愛（上海）工程塑料加
工有限公司及びバルカーエヌジーシーインクの持分を
過半数取得したことにより、連結の範囲に含めており
ます。

⑵　非連結子会社の数　　　　　　　該当事項はありません。
２．持分法の適用に関する事項

⑴　持分法を適用した関連会社の数　３社
会社等の名称　　　　　　　　　(株)新晃製作所、バルカー・ガーロック・ジャパン 

(株)、浙江嘉日ふっ素樹脂有限公司
⑵　持分法を適用していない関連会社の名称

バルメイ(株)、大東パッキング工業(株)
持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に
及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性
がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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３．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　決算日前１ヶ月間の市場価格の平均に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定しております。）を採用し
ております。

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を
採用しております。

③　デリバティブ　　　　　　　　時価法を採用しております。
⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）
主として定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　 ３年～50年
機械装置及び運搬具　　 ２年～17年
工具、器具及び備品　　 ２年～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、ソフトウエアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。

④　長期前払費用　　　　　　　　効果の及ぶ期間に応じて均等償却しております。
⑶　重要な繰延資産の処理方法

社債発行費　　　　　　　　　　社債発行日より満期償還期日までの期間に応じて均等
償却しております。

⑷　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に充当するため、当連結会計年度
に負担すべき支給見込額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　役員の賞与の支出に備えるため、当連結会計年度にお
ける支給見込額に基づき計上しております。
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⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法　　　　　　金利スワップについて、特例処理の要件を満たすもの

については、特例処理を採用しております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段　金利スワップ

ヘッジ対象　借入金金利
③　ヘッジ方針　　　　　　　　　金利変動によるリスクを回避する目的で対象物の範囲

内に限定してヘッジしております。
④　ヘッジ有効性評価の方法　　　金利スワップの特例処理の要件を満たしているものに

ついては、有効性の判定を省略しております。
⑹　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ
ております。

②　連結納税制度の適用　　　　　連結納税制度を適用しております。
③　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、発生年度より実質的判断に
よる年数の見積りが可能なものはその見積り年数で、
その他については５年間で定額法により償却を行って
おります。

　　　④　退職給付に係る会計処理の方法
　　　　　　　　　　　　　　　　1）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連
結会計年度末までの期間に帰属させる方法については
給付算定式基準によっております。
2）数理計算上の差異の処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生
時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
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（表示方法の変更に関する注記）
（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで、無形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「のれん」
は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。
　なお、前連結会計年度の「のれん」は83百万円であります。

（追加情報）
　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成
28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　工場財団抵当として担保に供している資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具

193百万円
0百万円

土地 318百万円
計 512百万円

⑵　担保に係る債務
１年内返済予定の長期借入金 52百万円
長期借入金 54百万円

計 106百万円
２．債権流動化に伴う買戻し義務 858百万円
３．有形固定資産の減価償却累計額 24,538百万円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首
の 株 式 数 （ 千 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（千株）

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数（千株）

当 連 結 会 計 年 度 末
の 株 式 数 （ 千 株 ）

普 通 株 式 93,443 － 74,754 18,688
（注）⒈　当社は、平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を

行っております。
　　　⒉　減少株式数の内訳は、株式併合による減少であります。

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首
の 株 式 数 （ 千 株 ）

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（千株）

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
の株式数（千株）

普 通 株 式 5,109 3 4,088 1,023

（注）⒈　増加株式数の主な内訳は、単元未満株式の買取による増加であります。
　　　⒉　減少株式数の主な内訳は、株式併合による減少であります。

３．配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月21日
定 時 株 主 総 会 普通株式 530 6.0 平成28年３月31日 平成28年６月22日

平成28年10月26日
取 締 役 会 普通株式 530 6.0 平成28年９月30日 平成28年12月１日

（注）平成28年10月26日開催の取締役会決議に基づく１株当たり配当額については、基準日が
平成28年９月30日であるため、平成28年10月１日付の株式併合は加味しておりません。

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

　　平成29年６月21日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を
次のとおり提案しております。

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年６月21日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 795 45.0 平成29年３月31日 平成29年６月22日

（注）１株当たり配当額には、創業90周年記念配当15円を含んでおります。

－ 5 －
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい
ては銀行等金融機関からの借入等により資金調達を行う方針であります。
　デリバティブは、為替相場の変動によるリスク及び市場金利の変動リスクを回避するた
めに利用し、投機的な取引は行っておりません。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金に関わる顧客の信用リスクは、当社グループの与信
管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用
状況を毎月把握する体制としております。
　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の
関係を有する企業の株式であり、毎月定期的に時価の把握を行っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
　借入金および社債は、主に設備投資や運転に必要な資金の調達を目的としたものであり
ます。
　デリバティブ取引の執行・管理については、社内規程に従って行っております。長期借
入金の一部については、支払金利の変動リスクを回避するため、金利スワップ取引をヘッ
ジ手段として利用しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　平成29年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時
価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め
て困難と認められるものは、次表に含まれておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計　上　額（＊） 時　　価（＊） 差 額

⑴　現金及び預金 6,253 6,253 －
⑵　受取手形及び売掛金 11,418 11,418 －
⑶　投資有価証券 4,733 4,733 －
⑷　支払手形及び買掛金 (5,920) (5,920) －
⑸　短期借入金 (2,568) (2,568) －
⑹　社債 (2,030) (2,030) 0
⑺　長期借入金 (488) (492) 3
⑻　デリバティブ取引 0 0 －

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

⑴　現金及び預金、並びに⑵　受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。
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⑶　投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、有価証券は
その他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原
価との差額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

種 類 取　得　原　価 連結貸借対照表
計 上 額 差 額

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 株式 1,902 4,731 2,828

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 株式 2 2 △0

合 計 1,905 4,733 2,828

⑷　支払手形及び買掛金、並びに⑸　短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

⑹　社債（1年内償還予定の社債を含む。）
当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間および信用リ
スクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑺　長期借入金（1年内返済予定の長期借入金分を含む。）
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定
される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑻　デリバティブ取引
取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額364百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ
シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められ
るため、「⑶　投資有価証券」には含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）
　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,657円08銭
２．１株当たり当期純利益金額 132円93銭

（注）当社は、平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行
っております。当連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり純
資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。

（重要な後発事象）
　該当事項はありません。
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券
子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　決算日前１ヶ月間の市場価格の平均に基づく時価法（評
価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算出しております。）を採用しておりま
す。

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
⑵　たな卸資産　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しており
ます。

⑶　デリバティブ　　　　　　　　時価法を採用しております。
２．固定資産の減価償却の方法

⑴　有形固定資産（リース資産を除く。）
定額法を採用しております。なお、主な資産の耐用年数
は以下の通りであります。
建物（付属設備除く）　　　　18～50年
機械及び装置　　　　　　　　２～17年

⑵　無形固定資産（ソフトウエア、リース資産を除く。）
定額法を採用しております。なお、主な資産の耐用年数
は以下の通りであります。
技術資産　　　　　　　　　　５年

⑶　ソフトウエア　　　　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採
用しております。

⑷　リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資
産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法を採用しております。

⑸　長期前払費用　　　　　　　　効果の及ぶ期間に応じて均等償却しております。
３．繰延資産の処理方法

　社債発行費　　　　　　　　　社債発行日より満期償還日までの期間に応じて均等償却
しております。
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４．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

⑵　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に充当するため、当事業年度に負担
すべき支給見込額を計上しております。

⑶　役員賞与引当金　　　　　　　役員の賞与の支出に備えるため、当事業年度における支
給見込額に基づき計上しております。

⑷　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により翌
事業年度から費用処理しております。
なお、当事業年度において認識すべき年金資産が、退職
給付債務から数理計算上の差異等を控除した額を超過す
る場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計
上しております。

５．消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

６．連結納税制度の適用
　　連結納税制度を適用しております。

（追加情報）
　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成
28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．債権流動化に伴う買戻し義務 858百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 12,066百万円
３．保証債務

　関係会社における銀行借入金に対して次のとおり債務保証を行っております。
　バルカーインダストリーズ（タイランド）リミテッド 491百万円
　台湾バルカー国際股份有限公司 240百万円
　上海バルカーふっ素樹脂製品有限公司 96百万円

　この他に関係会社における銀行借入金に対して次のとおり保証予約を行っております。
　バルカーベトナムカンパニーリミテッド 476百万円
　上海バルカーふっ素樹脂製品有限公司 102百万円

４．関係会社に対する金銭債権債務
　短期金銭債権 3,043百万円
　長期金銭債権 717百万円
　短期金銭債務 5,293百万円

５．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務の総額
　長期金銭債務 90百万円
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（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
１．売上高 2,399百万円
２．仕入高 11,713百万円
３．販売費及び一般管理費 232百万円
４．営業取引以外の取引高 2,007百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
　普通株式 1,018千株

 

（注）当社は、平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行
っております。

（税効果会計に関する注記）
　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の内訳

流動資産　繰延税金資産
賞与引当金 74百万円
未払事業税 16百万円
未払費用 12百万円
その他 26百万円

計 130百万円
評価性引当額 △29百万円
繰延税金資産合計 100百万円

固定資産　繰延税金資産
関係会社出資金評価損 278百万円
繰越欠損金 165百万円
退職給付信託簿外拠出金 148百万円
関係会社株式評価損 111百万円
資産除去債務 45百万円
投資有価証券評価損 31百万円
長期未払金（役員退職慰労金） 29百万円
退職給付引当金 10百万円
その他 13百万円

計 834百万円
評価性引当額 △658百万円
繰延税金資産合計 176百万円
繰延税金負債（固定）との相殺 △176百万円
繰延税金資産の純額 －百万円

固定負債　繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △17百万円
前払年金費用 △56百万円
その他有価証券評価差額金 △840百万円

計 △913百万円
繰延税金資産（固定）との相殺 176百万円
繰延税金負債の純額 △737百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等 （単位：百万円）

属 性 会 社 等 の 名 称 議決権の所有
(被所有)割合 関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社 バ ル カ ー セ イ キ(株) 所有直接
100.0％

当 社 製 品 の
製 造 ・ 販 売

キャッシュ・マ
ネジメント・シ
ステムによる貸
付（注）１

－ 短期貸付金 625

子 会 社 上海バルカーふっ素樹
脂 製 品 有 限 公 司

所有直接
70.0％

当 社 製 品 の
製 造 ・ 販 売

資金の貸付
（注）２ － 短期貸付金

長期貸付金
180
236

子 会 社 (株)バ ル カ ー テ ク ノ 所有直接
100.0％ 当社製品の販売

キャッシュ・マ
ネジメント・シ
ステムによる預
り（注）３

－ 預 り 金 615

子 会 社 (株)バルカーエスイーエス 所有直接
100.0％ 当社製品の販売

キャッシュ・マ
ネジメント・シ
ステムによる預
り（注）３

－ 預 り 金 470

子 会 社 (株)バルカー シール ソリ
ュ ー シ ョ ン ズ

所有直接
100.0％ 当社製品の製造

キャッシュ・マ
ネジメント・シ
ステムによる預
り（注）３

－ 預 り 金 489

子 会 社 バルカー・イイダ
テクノロジー(株)

所有直接
55.8％ 当社製品の製造

キャッシュ・マ
ネジメント・シ
ステムによる預
り（注）３

－ 預 り 金 740

子 会 社 (株)バルカー・エ
フ エ フ テ ィ

所有直接
83.6％ 当社製品の販売

キャッシュ・マ
ネジメント・シ
ステムによる預
り（注）３

－ 預 り 金 852

子 会 社
バルカーベトナ
ムカンパニーリ
ミ テ ッ ド

所有直接
100.0％

当 社 製 品 の
製 造 ・ 販 売

保証予約
（注）４ 476 － －

子 会 社
バルカーインダス
トリーズ（タイラ
ンド）リミテッド

所有直接
95.3％

当 社 製 品 の
製 造 ・ 販 売

保証債務
（注）５ 491 － －

子 会 社 バルカーシール（上
海 ） 有 限 公 司

所有直接
100.0％ 当社製品の製造 増資の引受

（注）６ 500 － －

関連会社 (株)新 晃 製 作 所
所有直接

20.0％
被所有直接

0.1％
当社製品の製造 製品の購入

（注）７ 3,073 買 掛 金 481
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（注）１．バルカーセイキ(株)のキャッシュ・マネジメント・システムによる貸付金の利率につ
いては、市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、キャッシュ・マネジ
メント・システムによる貸付については、資金の決済が随時行われており、取引金額
としての把握が困難であるため、期末残高を記載しております。

２．上海バルカーふっ素樹脂製品有限公司の貸付金の利率については、市場金利を勘案し
て合理的に決定しております。

３．(株)バルカーテクノ、（株）バルカーエスイーエス、(株)バルカー シール ソリュー
ションズ、バルカー・イイダテクノロジー(株)及び（株）バルカー・エフエフティの
キャッシュ・マネジメント・システムによる預り金の利率については、市場金利を勘
案して合理的に決定しております。なお、キャッシュ・マネジメント・システムによ
る預りについては、資金の決済が随時行われており、取引金額としての把握が困難で
あるため、期末残高を記載しております。

４．バルカーベトナムカンパニーリミテッドの金融機関からの借入債務につき、保証予約
を行っております。

５．バルカーインダストリーズ（タイランド）リミテッドの金融機関等からの借入債務に
つき、債務保証を行っております。

６．増資の引受は、バルカーシール（上海）有限公司が行った増資を引き受けたものです。
７．（株）新晃製作所の製品の購入については、市場価格などを勘案したうえで一般の取

引条件と同様に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,398円24銭
２．１株当たり当期純利益金額 48円50銭

 

（注）当社は、平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行
っております。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり純資産
額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。

（連結配当規制適用会社に関する注記）
　当社は連結配当規制の適用会社であります。

（重要な後発事象）
　該当事項はありません。
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